
蒲郡市民病院特定認定再生医療等委員会事務取扱指針 

 

第１ 趣旨 

この指針は、蒲郡市民病院（以下「市民病院」という。）に蒲郡市民病院特

定認定再生医療等委員会条例（平成２７年蒲郡市条例第２７号。以下「条例」

という。）第４条の規定に基づき設置する蒲郡市特定認定再生医療等委員会

（以下「委員会」という。）が行う第一種再生医療等提供計画、第二種再生医

療等提供計画及び第三種再生医療等提供計画（以下これらを「提供計画」とい

う。）を対象とする審査等に関する事務の取扱いについて、必要な事項を定め

るものとする。 

第２ 業務 

委員会は、業務の適切な実施のために再生医療等の安全性の確保等に関する

法律（平成２５年法律第８５号。以下「法」という。）第２６条第４項第５号

の規定により、厚生労働省令で定める基準に適合するよう、次に掲げる措置を

講じる。 

⑴ 委員長を置くこと。  

⑵ 審査等業務が適正かつ公平に行えるよう、委員等の活動の自由及び独立を

保障すること。 

⑶ 審査等業務に関する規程を定めること。 

⑷ 審査等業務の透明性を確保するため、次の事項について厚生労働省が整備

するデータベースに記録することにより公表をすること。 

ア 審査等業務に関する規程 

イ 委員名簿 

ウ その他再生医療等委員会の認定に関する事項 

エ 審査等業務の過程に関する記録に関する事項 

⑸ 審査等業務を継続的に実施できる体制を有すること。 

ア 委員会は原則として３か月に１回の頻度で開催すること。 

イ 開催日については、蒲郡市民病院のホームページ内（委員会サイト）に 

おいて公表すること。 

⑹ 苦情及び問合せを受け付けるための窓口を設置すること。 

 ２ 委員会は、審査等業務の対象となる提供計画が次に掲げる場合に該当すると



きは、条例第５条第２項に規定する迅速審査（以下「迅速審査」という。）で

対応する。 

⑴ 再生医療等の安全性の確保等に関する法律施行令（平成２６年政令第２７

８号）及び再生医療等の安全性の確保等に関する法律施行規則（平成２６年

厚生労働省令第１１０号。以下「規則」という。）第２９条に規定する軽微

な変更の場合 

⑵ 内容の変更を伴わない誤記であり、再生医療等の提供に重要な影響を与え

ない場合。ただし、誤記については、内容の変更に該当する場合もあるた

め、委員会において迅速審査の対象とするかどうかを判断すること。 

⑶ 委員会で審査等業務を行った結果、「適」の意見を出す条件として誤記等

の修正を指示した場合 

⑷ 再生医療等の提供が０件であった場合の定期報告（再生医療等を提供した

患者のフォローアップ（経過観察）がある場合を除く。） 

３ 委員会は、重大な疾病等や不適合事案が発生した場合であって、再生医療の

提供を受ける者の保護の観点から緊急に中止その他の措置を講じる必要がある

ときは、条例第５条第３項に規定する緊急審査（以下「緊急審査」という。）

で対応する。 

４ 前項において、緊急審査により結論を得た場合においても、審査等業務の過

程に関する記録を作成すること。また、速やかに委員会を開催し、結論を改め

て得ること。 

５ 委員会は、次に掲げる場合においては、条例第５条第１項第５号に掲げるそ

の他審の査等業務として審査を行う。 

⑴ 提供計画を提出した医療機関の管理者（多施設共同研究の場合は代表管理

者。以下「医療機関の管理者等」という。）以外からの申し出等により、当

該委員会が審査等業務を行った提供計画において、再生医療等技術の安全性

の確保その他再生医療の適正な提供のために必要性があると認める場合 

⑵ 条例第５条第１項第１号から第４号に掲げる場合のほか、再生医療等技術

の安全性の確保等その他再生医療等の適正な提供のために必要があると認め

る場合 

⑶ 委員会は、前２号に基づき審査を行おうとする場合には、当該再生医療等

の提供機関管理者に対し、審査を行う旨を通知してから行う。 



６ 委員会は、審査等業務の対象となった提供計画ごとに、第１９に掲げる事項

を帳簿に記載すること。 

第３ 組織 

委員会を組織するにあたっては、次の点に留意すること。 

⑴ 委員会の構成に必要な委員の数は、認定に必要な人数を満たした上で、法

に規定された特定の区分の委員の数に偏りがないよう配慮すること。  

⑵ 委員を選任するにあたっては、その委員について十分な社会的信用を有す

る者となるよう、設置者が適切に判断をすること。技術専門員についても同

様とする。  

ア 反社会的行為に関与したことがないか。 

イ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７ 

号）第２条第６号に規定する暴力団員ではないか、又は暴力団と密接な関

係を有していないか。 

ウ 法若しくは臨床研究法（平成２９年法律第１６号）第２４条第２号に規

定する国民の保健医療に関する法律で政令で定めるもの又は刑法若しくは

暴力行為等処罰ニ関スル法律（大正１５ 年法律第６０号）の規定により

罰金の刑に処せられたことがないか。 

エ 禁錮以上の刑に処せられたことがないか。 

⑶ 条例第６条第１項各号に掲げる委員会を組織する者は、次の者から任命す

る。 

   ア 「分子生物学、細胞生物学、遺伝学、臨床薬理学又は病理学の専門家」

とは、当該領域に関する専門的知識・経験に基づき、教育又は研究を行っ

ている者であること。 

イ 「再生医療等について十分な科学的知見及び医療上の識見を有する者」

とは、再生医療等に関する専門的知識・経験に基づき、診療、教育又は研

究を行っている者であること。 

ウ 「臨床医」とは、現に診療に従事している医師又は歯科医師であって、

審査等業務を行うにあたって、医学的専門知識に基づいて評価・助言を与

えることができる者であること。 

エ 「細胞培養加工に関する識見を有する者」とは、細胞培養加工に関する

教育若しくは研究を行っている者又は細胞培養加工施設における細胞培養



加工に関する業務に携わっている者であること。 

オ 「医学又は医療分野における人権の尊重に関して理解のある」とは、医

学又は医療分野における人権の尊重に関係する業務を行った経験を有する

ことを意味するものであること。 

カ 「法律に関する専門家」とは、法律に関する専門的知識に基づいて、教

育、研究又は業務を行っている者であること。 

キ 「生命倫理に関する識見を有する者」とは、生命倫理に関する専門的知

識に基づいて、教育、研究又は業務を行っている者であること。なお、医

療機関内の倫理審査委員会の委員の経験者であることのみをもって、これ

に該当するとみなすことはできない。 

ク 「生物統計その他の臨床研究に関する識見を有する者」とは、生物統計

等の臨床研究の方法論に関する専門的知識に基づいて、教育、研究又は業

務を行っている者であること。 

ケ 「一般の立場の者」とは、主に医学・歯学・薬学その他の自然科学に関

する専門的知識に基づいて教育、研究又は業務を行っている者以外の者で

あって、再生医療等を受ける者及び細胞提供者に対する説明同意文書の内

容が一般的に理解できる内容であるか等、再生医療等を受ける者及び細胞

提供者の立場から意見を述べることができる者をいう。   

⑷ 条例第９条第１項第４号に規定する「当該医療機関と密接な関係を有する

もの」としては、同一法人内において当該医療機関と財政的な関係を有する

ものを含む。なお、医療機関が複数の学部を有する大学の附属病院である場

合に、他学部の教員で再生医療等の提供を行う医療機関と業務上の関係のな

い者は、「同一の医療機関（当該医療機関と密接な関係を有するものを含

む。）に所属している者」には該当しない。  

⑸ 条例第９条第１項第５号に規定する「利害関係」とは、金銭の授受や雇用

関係などを指すものであること。 

 ２ 委員会は、次の場合において委員及び技術専門員へ報酬を支払う。 

⑴ 委員会が開催する審査等業務に出席した場合（テレビ会議等の双方向の円

滑な意思疎通が可能な手段で参加した場合を含む。） 

⑵ 条例第９条第２項に規定する技術専門員（以下「技術専門員」という。）

が、委員会からの依頼を受けて評価書を提出した場合。なお、委員会の求め



に応じて審査等業務に出席して説明をした場合においては、旅費についても

支払うものとする。 

⑶ 前項において、当該委員会の委員が技術専門員を兼任した場合において

は、委員分の報酬のみを支払うものとする。 

⑷ 委員及び技術専門員への旅費については、蒲郡市特別職の職員で非常勤の

ものの費用弁償に関する条例（昭和２９年蒲郡市条例第１１号）の規定に基

づき算出し、報酬支払い時に合わせて支給する。 

第４ 第一種再生医療等提供計画及び第二種再生医療等提供計画の審査等業務を行

う委員会の委員の構成基準 

第一種再生医療等提供計画及び第二種再生医療等提供計画の審査等業務を行

う場合に、委員会は次の点に留意すること。 

⑴ 条例第９条第１項第５号に規定される「利害関係」の判断にあっては、審

査の中立性、公平性及び透明性を確保するため、薬事分科会審議参加規程

（平成２０ 年１２月１９日薬事・食品衛生審議会薬事分科会）や医学研究

のCOIマネジメントに関するガイドライン（平成２３年２月日本医学会臨床

部会利益相反委員会）等を目安とする。 

⑵ 技術専門員とは、当該再生医療等を審査する委員会から依頼を受け、必要

に応じて評価書を用いて科学的観点から意見を述べる者を指す。 

⑶ 技術専門員のうち「審査等業務の対象となる疾患領域の専門家」とは、審

査対象となる再生医療等の疾患領域に関する専門的知識・経験に基づき、現

に診療、教育、研究又は業務を行っている者であること。 

⑷ 技術専門員のうち「生物統計の専門家その他の再生医療等の特色に応じた

専門家」における「生物統計の専門家」とは、生物統計に関する専門的知識

に基づいて、業務を行っている者であること。 

⑸ 前号の「生物統計の専門家その他の再生医療等の特色に応じた専門家」と

しては、次に掲げる場合において、それぞれ次に掲げる専門家が想定され

る。 

ア 再生医療等の有効性を検証するための研究である場合その他統計学的な

検討が必要と考えられる場合には、生物統計の専門家 

イ 細胞の培養を伴う第三種再生医療等の場合には、細胞培養加工の専門家

（ただし、培養工程を伴わず、簡易な操作のみの場合は除く。） 



⑹ 委員会は、条例第５条第１項第１号の規定による提供計画の新規審査の業

務を行う場合には、技術専門員として「審査等業務の対象となる疾患領域の

専門家」からの評価書を確認すること。それに加え、必要に応じて、前号の

ような「生物統計の専門家その他の再生医療等の特色に応じた専門家」から

の評価書を確認すること。 

⑺ 技術専門員は、委員会に出席することを要しないこと（委員会の求めに応

じて、出席して説明を行うことを妨げるものではない）。また、当該委員会

の委員が技術専門員を兼任して評価書を提出することができる。  

第５ 第三種再生医療等提供計画の審査等業務を行う委員会の委員の構成要件 

委員会は、第三種再生医療等提供計画に係る審査等業務を行う場合の委員

は、条例第６条の規定により任命し、又は委嘱する委員をもって次のとおり構

成する。 

⑴ 再生医療等について十分な科学的知見及び医療上の識見を有する者を含む

２名以上の医学又は医療の専門家（ただし、所属機関が同一でない者が含ま

れ、かつ、少なくとも１名は医師又は歯科医師であること。） 

⑵ 医学又は医療分野における人権の尊重に関して理解のある法律に関する専

門家又は生命倫理に関する識見を有する者 

⑶ 前２号に掲げる者以外の一般の立場の者 

第６ 委員会の判断及び意見 

委員会は、委員会としての結論を得るにあたっては、出席委員全員の意見を

聴いた上で、結論を得ること。特に一般の立場の者である委員の意見を聴くよ

う配慮すること。 

２ 審査等業務に係る結論を得るにあたっては、原則として、出席委員（技術専

門員が出席する場合にあっては、当該技術専門員を除く。以下第６において同

じ。）の全員一致をもって行うよう努めること。 

３ 委員会は、出席委員の過半数の同意を得た意見を結論とする場合において

は、可能な限り大多数の同意を得るよう努めること。 

４ 委員会における審査等業務については、テレビ会議等の双方向の円滑な意思

疎通が可能な手段を用いて行うこともできる。その場合は、委員会に出席した

場合と遜色のないシステム環境を整備するよう努めるとともに、委員長は適宜

出席委員の意見の有無を確認する等、出席委員が発言しやすい進行について配



慮すること。 

５ 委員会が、再生医療等を提供しようとする医療機関の管理者又は提供機関管

理者に対し条例第５条第１項各号に規定する意見を述べた場合には、当該意見

を受けて講じた再生医療等提供計画の変更その他の措置について、委員会に対

し報告を行うよう指示すること。 

６ 再生医療等を多施設共同研究として行う場合においては、前項中「再生医療

等を提供しようとする医療機関の管理者又は提供機関管理者」とあるのは「代

表管理者」と読み替えて対応する。 

７ 委員会は、規則様式第５により意見書を作成し、意見を述べるものとする。

このとき、次に掲げる事項を含む審査等業務の過程に関する記録を添付するこ

と。  

⑴ 開催日時 

⑵ 開催場所 

⑶ 議題 

⑷ 再生医療等提供計画を提出した医療機関の管理者等の氏名及び再生医療等

の提供を行う医療機関の名称 

⑸ 審査等業務の対象となった提供計画を受け取った年月日 

⑹ 審査等業務に出席した者の氏名及び評価書を提出した技術専門員の氏名 

⑺ 各委員及び技術専門員の審議案件ごとの審査等業務への関与に関する状況

（審査等業務に参加できない者が、委員会の求めに応じて意見を述べた場合

は、その事実と理由を含む。） 

 ⑻ 結論及びその理由（出席委員の過半数の同意を得た意見を委員会の結論と

した場合には、賛成・反対・棄権の数）を含む議論の内容（議論の内容につ

いては、質疑応答などのやりとりの分かる内容を記載すること。）  

８ 設置者は、委員会の開催ごとの審査等業務の過程に関する概要を、委員会の

ホームページで公表すること。 

９ 記録の保存は、審査を受けた提供計画ごとに整理し、保存すること。 

１０ 委員会は、研究として行う再生医療等に係る提供計画の審査等業務を行う

にあたっては、世界保健機関（WHO）が公表を求める事項について日英対訳に

齟齬がないかを含めて確認し、意見を述べること。   

第７ 厚生労働大臣への報告 



委員会が再生医療等提供計画に記載された再生医療等の提供を継続すること

が適当でない旨の意見を述べたとき又は緊急審査（不適合を含む）により意見

を述べたときは、遅滞なく、厚生労働大臣にその旨を報告すること。 

第８ 審査等業務の依頼  

委員会は、審査等業務の依頼を行う医療機関の管理者等から、審査等業務申

込書（以下「申込書」という。）の提出をもって、依頼を受理する。 

第９ 契約 

再生医療等提供計画審査等業務委受託契約書（以下「契約書」という。）に

より委員会に提出される提供計画等の書類については、委員会の指示に基づ

き、電子媒体により提出することもできる。 

２ 委員会は、医療機関の管理者等が再生医療等提供計画を厚生労働大臣に提出

した後は、当該委員会が廃止された場合その他のやむを得ない事情がある場合

を除き、当該提供計画の審査等業務を行わなくてはならない。  

第１０ 新規審査又は変更審査に係る書類の提出 

契約を締結した医療機関の管理者等は、新規審査又は変更審査のため、条例

第１５条各号に掲げる書類を添付して、設置者へ提出するものとする。 

２ 再生医療等を多施設共同研究として行う場合にあっては、変更審査に係る書

類の提出は代表管理者が行うものとする。 

第１１ 再生医療等提供計画の軽微な変更又は再生医療等の提供の中止 

再生医療等を提供しようとする医療機関の管理者は、法第５条第３項又は法

第６条の規定により委員会に通知をする場合で、再生医療等を多施設共同研究

として行う場合にあっては、代表管理者が当該通知を行うものとする。  

２ 再生医療等を提供しようとする医療機関の管理者が、提供開始から１年未満

の再生医療等提供計画の中止届を提出した場合で、かつ提供が０件であった場

合については、定期報告を省略することができる。  

第１２ 再生医療等の提供の終了 

委員会は、医療機関の管理者等が提供計画に記載された再生医療等（研究と

して行われる場合を除く。）の提供を終了した場合は、遅滞なく、その旨の通

知を受理すること。  

第１３ 審査等業務手数料 

委員会が審査等業務に関して徴収する手数料については、規則第４８条の規



定により、委員への報酬の支払等、委員会の健全な運営に必要な経費を賄うた

めに必要な範囲内で算定すること。 

⑴ 委員への報酬については、蒲郡市特別職の職員で非常勤のものの費用弁償

に関する条例の規定に基づき、委員１名あたり日額報酬３万円及び旅費（１

名あたり平均２万円を想定）とする。 

⑵ 事務手数料は、審査等業務の遂行に必要な諸経費及び委員会の運営に必要

な諸経費を考慮して算出し、１０万円とする。 

⑶ 前２号に基づき、委員会成立に必要な最低人数８名で、新規審査業務又は

変更審査業務を行うこととして手数料を算出すること。 

⑷ 定期報告及び疾病等報告の審査においては、新規審査業務又は変更審査業

務と比較して、委員及び事務局の審議等に係る事務量が少ない事を勘案して

手数料を算出すること。 

⑸ 迅速審査、緊急審査における手数料は、事務手数料のみで算出すること。 

⑹ その他審査等業務の手数料については、事務手数料を基に１０万円以内で

算出すること。 

第１４ 徴収方法等 

委員会は、審査等業務の依頼を行う提供機関管理者に対し、審査等業務手数

料の納付方法及び期日を指定するとともに、納付状況について適切に管理しな

ければならない。 

２ 委員会は、手数料の全部又は一部を免除しようとする場合には、次の事項を

確認のうえ、設置者の許可を得ること。 

⑴ 手数料の全部又は一部免除を受ける提供機関管理者の名称 

⑵ 全部又は一部を免除する理由（協定書などによる場合は、その写しを添付

すること。） 

⑶ 免除する金額及び算定根拠 

⑷ 免除を受ける期間 

⑸ その他設置者が必要とする事項 

第１５ 教育研修 

設置者が、年１回以上、委員等へ行う教育又は研修等については、次の点に

留意すること。   

⑴ 再生医療等の安全性の確保及び生命倫理への配慮の観点から、再生医療等



提供基準に照らして適切な審査ができるようにするために、委員、技術専門

員及び運営に関する事務を行う者に対し、教育又は研修の機会を設けるこ

と。 

⑵ 教育又は研修については、外部機関が実施する教育又は研修への参加の機

会を確保することでも差し支えない。 

⑶ 外部機関が実施する教育又は研修を受けさせる場合においても、委員、技

術専門員及び運営に関する事務を行う者の受講歴を管理すること。   

第１６ 運営に関する情報の保存 

設置者は、最新の審査等業務に関する規程及び委員名簿について、当該委員

会の廃止後１０年間保存すること。 

２ 改正前の審査等業務に関する規程及び委員名簿については、当該規程及び委

員名簿に基づき審査等業務を行った全ての再生医療等が終了した日から１０年

間保存すること。   

第１７ 情報公開 

委員会が作成する審査等業務に関する規程（条例又はこの取扱指針）には、

次の事項を含めること。   

⑴ 再生医療等委員会の運営に関する事項（手数料を徴収する場合にあって

は、当該手数料の額及び算定方法に関する事項を含む。） 

⑵ 提供中の再生医療等の継続的な審査に関する事項 

⑶ 会議の記録に関する事項 

⑷ 記録の保存に関する事項 

⑸ 審査等業務に関して知り得た情報の管理及び秘密の保持の方法 

⑹ 規則第６５条第１項各号に該当する委員及び技術専門員の審査等業務への

参加の制限に関する事項 

⑺ 条例第５条第１項第３号に規定する疾病等の報告を受けた場合の手続に関

する事項 

⑻ 迅速審査及び緊急審査を行う場合においては、当該審査の手続に関する事

項 

⑼ 規則第４９条第４号及び第７１条の２の規定による公表に関する事項 

⑽ 委員会を廃止する場合に必要な措置に関する事項 

⑾ 苦情及び問合せに対応するための手順その他の必要な体制の整備に関する



事項 

⑿ 委員、技術専門員及び運営に関する事務を行う者の教育又は研究に関する

事項 

⒀ 前各号に掲げるもののほか、審査等業務の実施の方法及び体制に関する事

項 

第１８ 個人情報の保護 

設置者は、委員会における審査等業務の過程に関する記録を公表する際は、

個人情報、研究の独創性及び知的財産権の保護に努めなければならない。     

第１９ 帳簿等の備付 

設置者は、次に掲げる事項について整備した審査等業務の帳簿を備付するこ

と。 

⑴ 審査等業務の対象となった提供計画を提供した医療機関の管理者の氏名及

び医療機関の名称 

⑵ 審査等業務を行った年月日 

⑶ 審査等業務の対象となった再生医療等の名称 

⑷ 条例第５条第１項第１号又は第２号の意見を述べた場合には、審査の対象

となった提供計画の概要 

⑸ 条例第５条第１項第３号又は第４号の報告があった場合には、報告の内容 

⑹ 条例第５条第１項第５号の意見を述べた場合には、再生医療等技術の安全

性の確保等その他再生医療等の適正な提供のために必要があると判断した理

由 

⑺ 述べた意見の内容 

⑻ 条例第５条第１項第１号又は第２号の意見を述べた場合には、医療機関の

管理者等が厚生労働大臣又は地方厚生局長に審査等業務の対象となった再生

医療等提供計画を提出した年月日（規則第２７条第２項の通知により把握し

た提出年月日をいう。） 

第２０ 事務局の設置 

委員会の設置者は、委員会の事務を行う者を選任する。 

２ 委員会事務局（以下「事務局」という。）は、審査に参加することはできな

い。 

３ 設置者が、倫理審査委員会等を設置している場合、委員会の事務を行う者が



倫理審査委員会の事務を兼任することもできる。  

第２１ 苦情及び問合せの受付 

   苦情及び問合せの受付は、蒲郡市民病院医事課を窓口とし、事務局が対応す

る。 

２ 委員会が審査等業務を行った提供計画又は他の委員会で審査され提供されて

いる再生医療等に関する苦情及び問合せを受け付けた場合は、次の事項につい

て可能な限り記録をした上で、適切な措置を講ずること。   

⑴ 苦情及び問合せを行った者（以下「相談者」という。）の氏名及び連絡先 

⑵ 受付内容 

ア 再生医療等提供計画を提供した（又は提供している）医療機関の管理者

の氏名及び医療機関の名称 

イ 審査等業務を行った委員会の名称 

ウ 審査等業務の対象となった再生医療等の名称 

エ 苦情及び問合せの具体的な内容 

オ 相談者と提供計画を受けている者との関係 

カ 迅速審査又は緊急審査の必要性についての判断 

キ その他再生医療等の安全な提供の実施において必要と思われる事項 

３ 事務局は、苦情及び問合せの内容が、再生医療等を受ける者の保護の観点か

ら緊急に措置を講じる必要があると判断した場合には、速やかに委員長に報告

すること。 

第２２ 委員会の廃止 

設置者は、委員会を廃止しようとするときは、事務局を通じて、あらかじ

め、地方厚生局に相談しなければならない。併せて、当該委員会に提供計画を

提出していた再生医療等提供機関にその旨を通知すること。 

第２３ 改正省令に伴う経過措置 

再生医療等の安全性の確保等に関する法律施行規則及び臨床研究法施行規則

の一部を改正する省令（平成３０年厚生労働省令第１４０号。以下「改正省

令」という。）の公布により、改正省令の施行前から行われている再生医療等

（以下「施行前再生医療等」という。）については、「再生医療等の審査手数

料等の設定について（平成３０年１１月３０日事務連絡）」に基づき、改正省

令による改正後の規則に適合させるため、経過措置期間中（概ね１年）に再生



医療等提供計画の変更を次のとおり行うものとする。 

⑴ 審査等業務の手続については、条例第５条第１項第２号に規定する「変更

審査」に準じて行うこと。 

⑵ 当該変更について委員会が審査を行うにあたっては、経過措置期間中の円

滑な移行を図る観点から、改正省令附則第２条第３項の規定により、書面に

よる審査を行うこと。なお、審査にあたっては、技術専門員にからの評価書

を確認すること等により、技術専門員の意見を聞くこと。 

⑶ 施行前再生医療等については、新たに開始する再生医療等や提供計画の変

更に対して意見を述べることと比較して、審査に必要な業務量等が少ないこ

とを勘案し、条例第１８条第２項の規定により審査手数料を減額し１０万円

とする。 

⑷ 施行前再生医療等の変更審査手数料の額は、委員会の健全な運営に必要な

経費を補うために必要な範囲内とし、かつ、公平なものとなるように定める

こと。 

附 則 

 この指針は、平成３１年４月１日から施行する。 

 


